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１．現行の脆弱性評価について
（１）脆弱性評価の基本的な流れ
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○最悪の事態ごとに、重要業績指標（KPI）による施策の進捗状況等の定量的分析を加えて評価。
→ 今後、必要となる施策の推進方針を整理。

〇現行の脆弱性評価は、フローチャート分析とKPI評価により実施し、国土強靱化を推進す
る上で必要となる事項を整理。

〇その結果を踏まえ、国土強靱化基本計画において、必要となる施策の推進方針を策定。

KPI評価

☆国土強靱化を推進する上で必要となる事項を整理し、国土強靱化基本計画において、施策
分野ごとに推進方針を策定

フローチャート分析

○最悪の事態ごとに、フローチャートを用いて、大規模自然災害の発生から最悪の事態が起こりうる
プロセスを論理的に分析・表現し、プロセスを断ち切る施策を位置付け。
→ 現状改善のための課題、導入すべき施策について分析・整理。

○脆弱性評価の結果を踏まえ、主管する府省庁を明確にした上で、施策の分野ごとに施策の策定
に係る基本的な指針を示す。

■脆弱性評価から基本計画における推進方針策定までの流れ

☆起きてはならない最悪の事態に至るプロセスの分析

☆施策の進捗状況の評価



１．現行の脆弱性評価について
（２）脆弱性評価の実施例

☆施策の評価
・農村が有する地域資源の活用を通した農村の集落機能の

維持や地域資源の保全に向けた地域主体の取組を支援
することで、都市農村交流を推進した。

☆起きてはならない最悪の事態に至るプロセス
の分析

○地方創生の推進、農林水産業の振興による
農山漁村の活性化が重要である。

＜関連施策＞
・地方創生の深化のための基盤整備
・農村の集落機能の維持と地域資源・環境の保全 等

物的被害（一次）

【C】
海岸防災
林の被害

物的被害（二次）

【F】
降灰の堆積

【O】
農地等の被
害の拡大

【N】
林地の被害

の拡大

【H】
農山漁村の

被害

【P】
海岸部の被
害の拡大

初期事象

【A-1】
豪雨・火山
噴火・津波・
高潮の発生

【B】
森林の管理不足等

最悪の事態

【W】
農地・森林等の
被害による国土

の荒廃

【I】
農山漁村
集落の居住
者の減少・
高齢化

「（７-６）農地・森林等の被害による国土の荒廃」のフローチャート

【A-2】
豪雨・高潮
の発生

【E】
高潮・浸水
被害の発生

【G】
農地等の
被害

【K】
不安定土砂の増大

【D】
山地災害の発生
・森林の被害

【M】
農業の有する

多面的機能の低下
国土保全
水源涵養等

【L】
森林の公益的機能

の低下
山地災害防止
水源涵養等

【J】
農山漁村

集落の衰退・消滅
地域コミュニティ
機能の低下
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KPI評価

ソフト対策ハード対策
○農地の浸水リスクに関する情報

の共有・可視化 等
○地方創生の深化のため

の基盤整備 等

本フローチャートに
位置付けた施策
116施策(重複あり)

■推進方針策定までの例（最悪の事態7-6「農地・森林等の被害による国土の荒廃」、個別施策分野「農林水産分野」について）

☆国土強靱化を推進する上で必要となる事項を整理し、施策分野ごとに推進方針を策定

○人口の減少や高齢化等により、地域の共同活動等による農地・農業水利施設、森林等の保全管理が困難となり、
地域防災力・活動力の低下が懸念されるため、地域の主体性・協働力を活かした地域コミュニティ等による地域
資源の保全管理を進めつつ、災害時には自立的な防災・復旧活動の機能を最大限活用できるよう体制整備を推
進する。また、地域資源を活用した都市と農村の交流等により地域コミュニティの維持・活性化を促進する。

フローチャート分析

フローチャート分析による導出例
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集落活動を通じた都市と農山漁村の交流人口の達成率 87％（H28)
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２．現行の脆弱性評価の課題と対応方針（案）

現行の脆弱性評価の課題 対応方針（案）

【フローチャート分析】
○個々のフローの重要度合いや連鎖を断ち切る
施策が十分かどうかが分かりにくい。

→フローチャートの要点を説明ポイントとして整
理

※最悪の事態の見直しに合わせたフローチャー
トの見直し（資料2-3）

【KPI評価】
○評価が個々の施策の必要性の列記に留まっ
ており、現状どれだけ脆弱かが分かりにくい。

○地域ごとの脆弱性の違いが分からない。

→個々の施策ごとに、施策の達成水準・進捗状
況・将来目標について分析

→重要業績指標（KPI）を地域別に分析

【脆弱性評価全体】
○施策の進捗により、脆弱性がどう改善していく
のかが分かりにくい。

○個々のハザードに対し、どれだけ脆弱なのか
が分かりにくい。

→国難級ハザードにおいて、施策進捗（KPI向
上）による減災効果（人的被害・資産被害・経
済被害）の定量的分析を試行実施

〇フローチャート分析・KPI評価・脆弱性評価全体に係る課題とその対応方針（案）について
下表のとおり整理。

〇現行のフローチャート分析・KPI評価の改善を図りつつ、強靱化施策の推進による減災効
果の定量化を試行導入する方向で、脆弱性（予備）評価を実施する。



３．フローチャート分析の見直し（案）

○最悪の事態へ至るプロセスを表現しているフローチャートの要点を説明ポイントとして整理し、分かりや
すさの充実を図る。

初期事象

最悪の事態

中心となる
ストーリー

連鎖を
断ち切る
施策

多数の死傷者の発生

地震の発生

物的被害

問題事象

住宅・建物の被害、土木構造物の被害

道路上の閉塞、災害リスクの高い場所へ
の人口集中、危険な場所に閉じ込められ
る

≪最悪の事態へ至るプロセス【フローチャート】≫ ≪フローチャートの要点（説明ポイント）≫

説明ポイント

• 【A⇒B，C】初期事象（地震の発生）か
ら物的被害（住宅・建物並びに土木構
造物の被害）への連鎖を阻止するため、
これらの施設の耐震化を事前防災対
策として推進することが重要。

• 【B⇒E】仮に物的被害（住宅・建物の被
害）が生じても、問題事象（死傷者の発
生）への連鎖を阻止するため、速やか
な人命救助活動が行える体制確保を
推進することが必要。

• 【D⇒G】仮に道路上の閉塞が生じても、
危険な場所に閉じ込められることを阻
止するため、緊急車両の通行確保の
ための各種施策が必要。

現行 見直し追加
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PG1-1)住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊による多数の死傷者の発生
①現状の分析、進捗状況の評価（成果と課題）
○官庁施設、学校施設、社会教育施設、体育施設、医療施設、社会福祉施設等について耐震化を進め、特に公立小中学校施設については98.8%（H29）

まで耐震化が進んだ。一方、市町村の防災拠点となる庁舎の耐震率は、78.1%（H28)に留まり、課題となっている。
（現在の水準を示す指標） 【文科】公立学校施設の耐震化率 99%(H29） 【国交】（住）住宅・建築物の耐震化率 約82%(H25） ほか

４．重要業績指標(KPI）による評価・分析の見直し（案）

脆弱性評価の結果(H30.8)における重要業績指標による評価例

○住宅・建築物の耐震化については、耐震改修促進法の的確な運用や、耐震診断及び耐震改修に係る情報提供に対する支援措置等を推進した結果、
住宅の耐震化率は約82%(H25)から約87%(H30)に着実に向上した。しかしながら、耐震化率は未だ８割台に留まっていることから、引き続きの推進が必
要である。

（重要業績指標の達成水準・進捗状況・将来目標） 【国交】住宅の耐震化率 約82%（H25）→約87%（H30）→耐震性の不足するものをおおむね解消（R12）

次期脆弱性評価における評価イメージ（案）

○個々の施策ごとに、施策の達成水準・進捗状況・将来目標について評価・分析を実施
○重要業績指標（KPI）を地域別に分析し、地域ごとに異なる災害リスクとの関係性の分析を実施

○都道府県別災害リスクエリア居
住人口データ（国交省作成）に
よると、災害発生時に被災する
可能性のある人口は、災害毎・
地域ごとに異なるところ。

○より被災影響が大きいことが想
定される災害に対応するための
国土強靱化施策を、先行的に
推進していくことは重要であり、
そういった地域状況を把握する
ためには、施策によっては地域
別にKPIを分析することも必要。

KPIの地域別分析の必要性

6



５．国土強靱化施策による減災効果の定量的効果の試行導入（案）

○国難級ハザードにおける被害想定や対策効果に関する先行調査事例等を参考に、国土強靱化施策
の推進がもたらす減災効果（人的被害・資産被害・経済被害など）の定量的分析を試行的に導入

大規模自然災害 人的被害 経済被害
資産被害(建物被害等) 経済影響(GDP影響)

南海トラフ地震 最大323,000人
(H24.8中央防災会議WG)

最大169.5兆円
(H25.3中央防災会議WG)

最大44.7兆円
(H25.3中央防災会議WG)

首都直下地震 最大23,000人
(H25.12中央防災会議WG)

47.4兆円
(H25.12中央防災会議WG)

47.9兆円
(H25.12中央防災会議WG)

日本海溝・千島海溝
沿いの巨大地震

最大199,000人
(R3.12中央防災会議WG)

最大25.3兆円
(H25.12中央防災会議WG)

最大6.0兆円
(H25.12中央防災会議WG)

首都圏巨大洪水 2,100人
(H30.6土木学会)

36兆円
(H30.6土木学会)

26兆円 ※14ヶ月分
(H30.6土木学会)

東海圏巨大洪水 670人
(H30.6土木学会)

13兆円
(H30.6土木学会)

12兆円 ※14ヶ月分
(H30.6土木学会)

関西圏巨大洪水 200人
(H30.6土木学会)

6兆円
(H30.6土木学会)

7兆円 ※14ヶ月分
(H30.6土木学会)

東京湾巨大高潮 8,000人
(H30.6土木学会)

64兆円
(H30.6土木学会)

46兆円 ※14ヶ月分
(H30.6土木学会)

伊勢湾巨大高潮 1,300人
(H30.6土木学会)

10兆円
(H30.6土木学会)

9兆円 ※14ヶ月分
(H30.6土木学会)

大阪湾巨大高潮 1,000人
(H30.6土木学会)

56兆円
(H30.6土木学会)

65兆円 ※14ヶ月分
(H30.6土木学会)

大規模自然災害における被害想定（中央防災会議、土木学会レジリエンス委員会）
※中央防災会議WG（地震）、土木学

会レジリエンスの確保に関する技術
検討委員会（洪水・高潮）の被害想
定算定時外力

＜地震＞
南海トラフ地震：南海トラフの巨大
地震モデル検討会で検討された地
震動５ケースのうち「基本ケース」と
揺れによる被害が最大となる「陸側
ケース」
首都直下地震：首都直下のM7クラ
スの地震

＜洪水＞
首都圏荒川：想定最大規模降雨
（H28.5洪水浸水想定区域図の条
件）
東海圏庄内川・木曽三川：計画降
雨×100年後の増加率（1,000年
に1回程度の規模に相当）
関西圏淀川：1/1000程度の降雨
規模

＜高潮＞
東京湾：200～1,000年に1度の高
潮を発生させる規模の台風
伊勢湾：既往最大台風（室戸台風
を想定）
大阪湾：年再現確率1/750程度の
規模の高潮（第２室戸台風を想定）
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５．国土強靱化施策による減災効果の定量的効果の試行導入（案）
【先行調査事例】首都直下地震における防災対策による減災効果（人的被害）

－建物の耐震化率を79％（H20年度）から100％に向上させることで、約9,500人の死者数減少、約148,000棟の全壊棟数減少が
見込まれる。

－電気関係の出火の防止及び初期消火成功率の向上を図ることで、約409,000棟の焼失棟数減少、約8,100人～約15,600人の
火災による死者数減少が見込まれる。

－家具等の転倒・落下防止対策実施率を26％（H21年度）から100％に向上させることで、屋内収容物移動・転倒、屋内落下物に
よる死者数（冬・深夜）が約700人、重傷者数（冬・深夜）が約2,900人減少することが見込まれる。

出典）2013.12首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告） （中央防災会議 首都直下地震対策検討ワーキンググループ）

➊建物耐震化 ❸家具等の転倒・落下防止対策の強化

算
出
方
法

対
策
効
果

• 震度分布と全壊率テーブル（計測震度と全壊率の関
係）から、構造別・建築年次別の全壊棟数を推定

• 近年の地震被害事例による全壊棟数と死者数の関係
から、木造建物・非木造建物別に死者数を推定

• 建物耐震化による効果（被害減少量）を推定

• 火気器具・電熱器具からの出火（建物倒壊の有無別）、電気
機器・配線からの出火に分けて、出火率を設定し、震度別の
初期消火成功率を考慮して炎上出火件数を推定

• 出火家屋内からの逃げ遅れ、倒壊後焼失家屋内の救出困
難者、延焼拡大時の逃げまどいの３シナリオについて、既往
地震・大火事例データをベースに死者数を推定

• 感震ブレーカー設置・初期消火成功率向上による効果（被害
減少量）を推定

• 屋内転倒物、屋内落下物による死傷者率を、既存知見か
ら震度別、木造・非木造建物別、建物大破度別に設定し
た上で、家具等の転倒・落下による死者数を推定

• 家具等の転倒・落下防止対策実施率向上による効果（被
害減少量）を推定

❷出火防止対策の強化
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－感震ブレーカー等の設置、初期消火成功率向上等、建物の耐震化、BCP(BCM)の実効性向上の対策により、32.0兆円の資産
等の被害額の減少効果と、18.3兆円の生産・サービス低下による経済被害額の減少効果が見込まれる。

出典）2013.12首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告）
（中央防災会議 首都直下地震対策検討ワーキンググループ）

５．国土強靱化施策による減災効果の定量的効果の試行導入（案）
【先行調査事例】首都直下地震における防災対策による減災効果（資産・経済被害）

資産等の被害

建物の耐震化や火災対策等の推進による防災・減災対策の効果を試算して
いる。

生産・サービス低下
による影響

算定条件

対策

算出方法

資
産
等

の
被
害

• 対策ケース①：感震ブレーカー等の設置、初期消火成功率向上等
• 対策ケース②：①＋建物の耐震化率100％
• 対策ケース③：②＋BCP(BCM)の実効性100％(ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ等の寸断なし

生
産
・
サ
ー
ビ
ス
低
下
に
よ
る
影
響

• 右記の生産関数により、生
産額・GDPの減少を推計。

• 経済中枢機能（C）の低
下とともに、サプライチェーン
の寸断（S）によって生産
量が減少すると考え、その
大きさを推計する。

• 上記方針に基づき、産業
別に推計を行う。

• 以下に算定イメージを示す。

対策効果

約-32.0兆円

約-18.3兆円

約-32.0兆円 約-18.3兆円

• 地震のゆれによる建物の倒壊、市街地火災、インフラ・ライフライン等の被害
を想定。

• 被害量（物的被害の推計結果）× 原単位（単位当たり復旧額）により
推計。
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→このような国土強靱化施策による減災効果について脆弱性評価の中で明らかにしていくことは、その施策の必要性・重要性を明確に
していく上で有効な手段
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